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商業中心性の地域的分布とその変化
－群馬県を例として－

津 川 康 雄
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$�おわりに

�．はじめに

戦後の日本において、急激な高度経済成長は商業�サービス業地域の形成や変化に大きなインパ

クトをもたらした。経済活動の活発化に伴い人々の所得が増加し、可処分所得の増大や生活水準の

上昇へと結びつき、消費の拡大が促された。その結果、人口の大都市集中がより顕著となり、都市

化の進行や大都市圏の成長とともに人口のドーナツ化現象が促された。都市周辺地域での人口増加

%消費者の増加�は新たな需要を喚起し、商業�サービス業機能の追従が多くの地域で顕在化した｡

大都市及びその周辺地域では、&郊外鉄道駅�とくに私鉄沿線�周辺での商業集積地の形成、'ニュー

タウン建設等に伴うショッピングセンターやショッピングゾーン�核店舗としての百貨店や量販店�

各種小売店舗や飲食店�サービス業を含む�の形成、(電鉄系百貨店のターミナル立地、)既存商

業地区の活性化�アーケードの設置やカラー舗装�再開発事業等を通じて*、+土地利用の高度化

による高層建築物や地下街の建設�商業空間の垂直的拡大�などの諸変化が確認される。このよう

な傾向は単に大都市のみならず、地方の中小都市レベルにおいても、程度の違いやタイム�ラグは
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あるにせよ、ほぼ同様の傾向を見出すことができる。

また、戦後の特色の一つとして、これまでの鉄道主体の交通体系に加えて自動車交通が人々の生

活に大きな変化を与えた。モータリゼーションの進行とともに、駐車場の確保が容易な郊外立地を

指向する店舗や飲食店が増加した。とくに�主要道路沿いのガソリンスタンド、自動車のディーラー､

ファミリーレストランなどの立地が顕著となっている。

さらに、商業機構や商業システムにおいては、欧米で成立した各種の業態が導入されたことや消

費者運動から組織化されたものなどが注目される。例えば、�スーパーマーケットやホームセンター

などに代表される大規模小売店舗の立地展開、�中小規模のコンビニエンス�ストア�営業時間の

長さによる利便性の追求�の進出、�生活協同組合による店舗展開、�無店舗販売の充実�カタロ

グやテレホン及びインターネットなど通信販売によるショッピング�、�ファーストフード店の立

地展開、	テイクアウト�持ち帰り�店の出現など、人々のライフスタイルの変化とテクノロジー

の進歩によって新たな消費活動が喚起された。

近年では、高度経済成長から低成長へと移行し、消費者の意識やライフスタイルの変化、モータ

リゼーションの進行に伴う既存商店街の衰退や新たな業態の成立など、商業環境は新たな局面を迎

えつつある。都市内部では既存の中心商業地域の衰退化が社会�経済問題化し、全国の都市で中心

市街地活性化への取り組みが顕在化している。このように多様化してきた商業環境や商業機能だが､

人々の日常生活が商品の生産�流通�消費の経済活動の中に組み込まれ支えられていることに変わ

りはない。生産と消費の間には、人的�場所的�時間的な隔たりが存在し、商業者によってそれら

のシステムが維持されている。それは、既存の都市システムと整合する部分も多く、都市の階層的

中心地システムとの対応を見出すことも可能である。

以上のことをふまえ、本稿では群馬県における
�市町村を取り上げ、商業活動を総体的に反映

していると考えられる商業中心性を指標として、その地域的分布や空間的な地域構造及びその変化

を把握することにした。具体的には、高度経済成長期以後から現在に至る��
�年、��
�年、��

�
年の�ステージにおける各市町村の人口や商業及び商業中心性の分布傾向から、商業中心地の

構造及びその変化の一端を明らかにしようとした。

�．商業中心性とその意義

ａ．中心性の概念

都市や地域の中心地に関して、その立地を理論的�空間的に説明したのはドイツのクリスタラー

���������������であった� �。クリスタラーは中心地機能を空間的�地域的側面からとらえ、都市

も周辺に存在する集落も中心性������������を持つならば一つの中心地と把握され、各中心地が

結節的階層構造を形成していることを明らかにした。この場合の中心性とは、中心地のもつ全体的

意義から中心地自体に費やされる意義を差し引いた意義余剰に示されると定義された��。その後、
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中心性を計測するために様々な指標が設定され、地域の階層的結節構造解明へのアプローチが試み

られている�����。

都市や地域のもつ中心性を地域的�空間的に計測する際、商業機能を用いた例が比較的多く認め

られる。その理由は、商業機能が我々の日常生活に必要不可欠な都市機能の一部であり、かつ地域

において普遍的な分布を示すからである。商業機能は社会�経済の変化に対して最も敏感に反応�

対応するものであり、人口分布との相関も強く� �、都市地域等における人口のドーナツ化現象をと

らえる指標としても欠かすことができない。言い換えれば、商業機能は地域構造の現状とその変化

をとらえる際の指標としても重要で、筆者もこれまでに様々なスケールのもとで地域構造解明に取

り組んできた������	�。

ｂ．対人口特化指数

商業機能を用いて中心性を計測する際に、様々な手法が考えられるが、人口�消費者�との関係

が密接に把握できるものが理想である。そこで、当該地域の機能量が全体の機能総量に対していか

なる相対的な位置にあるのかを計測するために、人口をベースとした特化指数を用いることにした｡

これはフーバーの特化指数�
��
� �� �������
�� ��
�
��
���
���と呼ばれ、以下の計測式で

あらわされる。本稿では、群馬県の各市町村の小売業�小売業全体�年間販売額�－飲食料品小売

業�年間販売額��の対人口特化指数を商業中心性とみなした������。

��
���
� !
＝

 �
� "

ただし、

� !
�商業中心性�各市町村の対人口特化指数�

��
�各市町村の小売業年間販売額�全体－飲食料品小売業�

���群馬県の小売業年間販売額�全体－飲食料品小売業�

 �
�各市町村の人口

 "�群馬県の総人口

である���。

この値は当該市町村の保有するベーシック�#��
��な小売業活動をある程度つかめるという意

味において広く用いられている。すなわち、小売業は流通体系において最終消費者に最も近く、普

遍的に分布する傾向が強い。そのなかでも飲食料品小売業は最も販売圏が狭いもので、ノンベーシッ

ク����$#��
��な機能とみなされる。そこで、小売業全体から飲食料品小売業を差し引いた値の

対人口特化指数の大小が、当該市町村の保有する中心性と見なすことができる�%�。この値の出現傾

向を経年的�地域的にとらえることにより、群馬県の地域構造の一端を明かにすることにした。
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�．人口変動と小売業変動

ａ．人口変動

各年次の県総人口はそれぞれ、�����万人����	年
、���万人�����年
、�	���万人�����

年�へと増加してきた。人口上位の県内市町村�����年の県総人口に対するシェア��
�は��

前橋市�����
、��高崎市�����
、��太田市����
、��伊勢崎市����
、��桐生市����
、��館

林市����
、��藤岡市����
、��富岡市����
、��渋川市����
、�	�安中市����
、���沼田市


����となり、県内��市が上位を占めている。規模的には県庁所在地である前橋市や商工業都市

として発展してきた高崎市が最上位に位置し、平野部の工業都市として位置づけられる太田市や伊

勢崎市がそれに続く状況となっている。県内��市の県総人口に対する人口シェアの合計は�����


���	年 
、����������

年 
、����������年�と

推移し、約�割の人口が上位

��市に集積している。この

ように、�	市町村から構成

される群馬県においては市部

への人口集積が著しい。

����年における人口規模

の小さな自治体は黒保根村


勢多郡
、小野上村�北群馬

郡 
、中里村�上野村�多野

郡 
、東村�六合村�吾妻郡


などであり、その規模は�千

人未満となっている。いずれ

も山間部や中山間地域に位置

する村であり、���	年と

����年とを比較すると、そ

の人口数は黒保根村������

→�����
、小野上村���	�	

→�����
、中里村������

→���
、上野村������→

�����
、東村����	�→���	�
､

六合村�����	→��	�	� 第１図 人口の推移（11市）

�

前橋市

高崎市

桐生市

太田市

伊勢崎市

館林市
渋川市
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などとなり、いずれも大幅な人口減少が認められ、過疎化の進行を窺い知ることができる。

人口の推移を県内��市でみると�第�図�、前橋市、高崎市は人口シェアを増大させているもの

の、����年から����年にかけてシェアの低下が認められる。両市とも人口増加の勢いが弱まる

中で、郊外への人口分散や周辺市町村への人口流出が促されているものと考えられる。県内��市

の中で人口増加率が最も高いのが太田市であり、����年の	
����人から����年の����
��へ

と約�

��の増加をみた。比較的堅調であった自動車工業及び関連産業による雇用拡大が、県内

外の労働力流入を促した結果と言えよう。同様の傾向は伊勢崎市にも認められ、����年の	�����

人から����年の��
��	�人へと約��

�増となり、積極的な工業団地の造成や住宅地化の進行

によって促されたものと考えられる。これに対して、県内人口シェア及び人口減少の著しいのが桐

生市である。桐生市は����年から����年にかけて、県内人口シェアが�
	�から�
��へと低下

し、人口数は��
����人から��	�
��人へと約

	�の減少をみた。市域内の可住地面積の狭さ

や後背地の脆弱さなどにより、周辺地域への人口流出が生じたのであろう。

その他、県内人口シェアが増加した町村�����年を�とした����年の指数�は笠懸町��


�､

玉村町��
���、群馬町��
	��、大泉町��
���、藪塚本町��
���、東村�佐波郡���
�	�な

どであり、前橋、高崎、伊勢崎、桐生の各市の周辺に位置する町村及び外国人労働者の増加が著し

い大泉町に代表される。前者はモータリゼーション等の進行に伴う居住地の郊外化に対応するもの

であり、ドーナツ化現象とみなすことが可能である�
 �。

ｂ．小売業変動

群馬県の小売業年間販売額は、����年の��	億円�内飲食料品���億円���
����から����

年の�兆����億円�同
��	�億円�
�
����、����年の�兆

�	億円�同��	��億円���
����

へと増加している。小売業年間販売額は物価の上昇や人々の生活水準の上昇、可処分所得の増加な

どが反映されるため、単純に数値の上昇が地域変化に結びつくものではないが、群馬県における小

売業活動が活発になったことは否めない。また、小売業全体に占める飲食料品の割合が����年の

��
��から����年の��
��へと低下していることは、家計の生活費に占める食費の割合を示す

エンゲル係数の低下と同様に、人々の消費生活が豊かに、そして多様化してきたことを示している｡

言い換えれば、ベーシック活動が活発になり、地域間交流が促進されていることが予測される。

小売業年間販売額�本稿では小売業全体－飲食料品小売業����の傾向は人口分布とほぼ相関し

ており、小売業上位の県内市町村�����年の県総小売業年間販売額に対するシェア����は�


前橋市���
��、�
高崎市���
��、

太田市�	
��、�
伊勢崎市�	
��、�
桐生市��
��、�
館

林市��
��、�
渋川市�

��、	
藤岡市�

��、�
沼田市��
	�、��
富岡市��
��、��
大泉町

��
	�、��
安中市��
��などであり、大泉町を除くと上位を占めるのは県内��市となっている。

県内��市の県全体に占めるシェアの合計は���に及び、県内の小売業活動は市部を軸に展開され

ているものと言えよう。
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県内シェアが����に満たな

いのは、東村�勢多郡�、小野

上村�北群馬郡 �、中里村�上

野村�多野郡�、南牧村�甘楽

郡 �、東村�六合村�吾妻郡 �、

川場村�利根郡�であり、先の

人口と同様に山間地域及び中山

間地域に多く認められる。

小売業の推移を県内��市で

みると�第�図�、前橋市、高崎

市は��	�年から��
�年に小

売業シェアを増大させているも

のの、
�年から�
年にかけて

前橋市のシェアが低下し、高崎

市も微増となっている。両市と

も県内を代表する商業中心とし

ての地位は保っているものの、

郊外への人口分散と周辺市町村

への人口流出に伴う購買力の低

下が反映されているものと言え

よう。県内��市の中で高いの

が太田市であり、��	�年の��

��から���
年の����へと

約���
倍の指数増加をみた。これも先の人口増加に追随した動きと考えられる。それに対して、

小売業シェア低下の著しいのが桐生市である。桐生市は��	�年から���
年にかけて、県内小売

業シェアが���
�から����へと大きく低下している。人口シェアの低下以上の数値減を示してお

り、商業中心性の低下が促されているものと予測される。

その他、県内小売業シェアが増加した町村�シェア����以上で��	�年を�とした���
年の指

数�は笠懸町������、群馬町������、赤堀町������、邑楽町������、藪塚本町������、玉

村町������、嬬恋村������、大泉町����	�、東村�佐波郡�������、吉井町������、新田町


�����などであり、嬬恋村を除くと、前橋市、高崎市、太田市、伊勢崎市、桐生市、館林市など

の周辺に位置する町村であり、人口のドーナツ化現象に伴う消費の分散化に対応�追随した動きと

考えられる。

第２図 小売業の推移（11市）
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�．商業中心性の分布と変化

ａ．商業中心性の分布

群馬県における��市町村の商業中心性の値は、平均値が���������年	、���������年 	、

���������年�であり、標準偏差がそれぞれ���
、��
�、��
�となった。全体として平均値

の上昇が読み取れ、各市町村の商業力強化が促され、標準偏差の値も縮小傾向にあるため市町村間

の差が除々に縮小する傾向を示している。しか

し、各年次において平均値の値が異なることか

ら、標準偏差を平均値で除した変動係数によっ

て全体の変動傾向を求めてみると、それぞれ��

��、����、����となり、より明確に市町村

間の中心性の差が縮小していることが明らかと

なった。すなわち、県内市町村は商業力を全体

として高めながら、市町村間の格差をある意味

で縮めていく方向にあるものと言えよう。

各年次における商業中心性を見ると、中心性

を強く発揮していると考えられる����以上の

自治体が、����年では藤岡市を除く県内��

市及び伊香保町、新町、尾島町、大間々町、大 第３図 人口と小売業（1960年)(％）

第４図 人口と小売業（1979年)(％）
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第５図 人口と小売業（1997年) (％）
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泉町となっている�第�図�。

同様に����年においては県

内��市及び大間々町、中之

条町�第�図�、����年では

桐生市を除く��市と大間々

町、中之条町、嬬恋村、万場

町となっている�第�図�。次

に各市町村の年次別平均値を

求め、�	��以上の市町村を

取り上げてみると�第
図�、

�	高崎市��	
��、�	前橋市

��	���、�	渋川市��	���、

�	沼田市��	���、�	伊勢崎

市��	���、
	大間々町��	�
�､

�	中之条町��	���、
	館林

市��	�
�、�	太田市��	���､

��	桐生市��	���、��	富岡

市��	�
�の順となる。商

業中心性からみると高崎市は

前橋市を凌ぐ中心地として位

置づけられ、渋川市、沼田市､

大間々町、中之条町、桐生市

などかつての市場町�宿場町�城下町起源の谷口集落などとして成立した地点の中心性が高い。例

えば渋川市は利根川と吾妻川の合流点付近に形成された谷口集落であり、高崎、前橋に次ぐ商業中

心性の高さを示している。人口数�����年�が������人であり、ほぼ同様の規模をもつ安中市

����

�人�と比較すると、渋川市の商業中心性が�	��、安中市が�	
�と両者の間に大きな差を

生じている。すなわち、高崎市の影響を強く受けることにより商業中心性が低くなる安中市に対し

て、広域圏の核となり周辺町村に対して影響を与えてきた渋川市との地理的位置の違いが明確にな

る。ちなみに、渋川市を取り巻く町村の子持村��	�
�、小野上村��	�
�、東村��	�
�、吉岡町

��	���など、商業中心性の低いものが多く、渋川市の影響力を推測できる。また、大間々町など

は、かつて生糸と織物の集散地として、江戸期には足尾銅山から利根川河岸に至る銅山
あかがね

街道の中継

地として繁栄したことがその基盤となったのであろう。また、中之条町は中世以降の街道が通過し､

その後市場町として機能するなど吾妻郡の中心地として発展してきた。現在でも国道���号線、�

��号線や��吾妻線が当町と周辺地域との結節性を高める機能を果たしている。両者ともに地理

第６図 商業中心性（平均）の順位

商
業
中
心
性
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的な位置や歴史的慣性が中心地成立を促し、現在に至るまでその役割を果し続けた結果が商業中心

性の高さへと結びついたものと言えよう。

城下町起源の都市として位置づけられる前橋�高崎�沼田�伊勢崎�館林の各市は、いずれも商

業中心性が高い。その理由は城下町自体が近世のある意味では大消費地であり、交通拠点であった

第７図 商業中心性の分布
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ことが近郷の中心地として機能

していく基盤を固めることに結

びついたのであろう。近代以降

も群馬県の都市は繊維�自動車

工業などを背景に近代工業化を

進めるものが多く、生産基盤の

確立が人口吸引力を発揮すると

ころとなり、商業中心性の高ま

りへと結びついたと考えられる｡

このような中にあって商業中心

性の脆弱な都市が安中市である｡

県内各市が����を超えるかそ

れに近い数値を示しているのに

対して、安中市は��������

�年�、��	
�����年�、����

�����年�となり、平均する

と����を示す。これは隣接す

る高崎市の中心性の高さにも現

れているように、商業人口が高

崎市に吸引されている結果と考えられる。

他方、商業中心性が低いのは、赤城村������、中里村����
�、妙義町����
�、川場村������

等に代表され、いずれも山間部や中間山地に位置している。言うまでもなくこれらの町村は飲食料

品以外の商品を他市町村に依存することになる�第�図�。

ｂ．商業中心性の変化

商業中心性の変化を捉えるために第
図を作成した。この図は�軸に県内人口に占める各市町村

の比率を、
軸に県内小売業年間販売額�全体－飲食料品小売業�に占める各市町村の比率を示し

たものである。したがって、図中の���＝�の直線が商業中心性����を示すことになり、この直線

よりも各市町村が上部に位置していれば中心性が高く、下部に位置していれば中心性が低いことを

示している。なお、図中のベクトルは起点が����年を、終点の矢印が����年を表している。

まず、両者の規模が大きく中心性も高いのが前橋市と高崎市である。前橋市は依然として県内に

おける商業中心としての地位は高く、その伸びは漸増だが、中心性の伸びは鈍化しており、成熟段

階へ移行していることが読みとれる。これに対して、高崎市はこの約��年間に人口�小売業比率

を大きく高め、中心性の上昇も認められる。高崎市は交流拠点性を背景に商業中心性を高めてきた

第８図 商業中心性の変化（1960年→1997年）
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ことが読み取れる。これに続くグループとして桐生市、太田市、伊勢崎市が位置づけられる。この

三者の特徴は、桐生市が人口�小売業ともに県内比率を減少させ、商業中心性も大きく低下させた

ことが明らかとなる。群馬県内においてこれほど大幅に落ち込んだ市町村はなく、都市機能の一つ

として重要な商業機能の回復が何らかの形で対応せざるを得ないものと考えられる。それとは対照

的に太田市は両指標ともに大きく増加し、商業中心性も高まった。先にも述べたように、自動車産

業の成長による雇用の拡大等に支えられた上昇と考えられるが、企業城下町の性格も強く、今後の

経済の推移によっては、このまま商業中心性を高く保持することが難しくなることも予想される。

伊勢崎市も太田市と同様の傾向を示すが、ベクトルの長さをみても太田市のような急激な伸びとは

言えず、漸増成長を遂げてきた都市と位置づけられる。

県内シェア��以下の市を見ると、�つのタイプが認められ、�人口比率が増加するものの、小

売業比率の減少によって商業中心性が低下�館林市 �、�人口比率は減少するものの、小売業比率

が増加し商業中心性が上昇�渋川市�、�人口比率、小売業比率ともに増加し商業中心性が上昇

�藤岡市�、	人口比率、小売業比率ともに減少し、商業中心性が低下�富岡市、安中市、沼田市�

に分類される。館林市の場合、ベクトルの長さが短く、県全体の増加トレンドに連動しておらず、

中心性の停滞が読み取れる。また、人口比率が減少する渋川市、富岡市、安中市、沼田市などは人

口数の増加は認められるものの、相対的に県内シェアの低下に結びついたもので、商業中心性の高

さが成長性に裏付けられたものとは言えない。これに対して、藤岡市は県内

市の中で安中市と

ともに商業中心性の低い都市であったが、人口比率、小売業比率が増加し、商業中心性も高まると

いった成長力の高まりを指摘できる。

このように、県内��市町村の商業中心性の変化は、当該市町村の保有する社会�経済要因や歴

史的�地理的諸条件などに左右されつつ変化していることが明らかとなった。

�．おわりに

これまでまとめてきたように、群馬県における商業中心性の分布や変化は、群馬県の地理的�歴

史的特性や社会�経済状況を強く反映したものであることが確認された。たとえば、群馬県の地理

的特性として、平野と山地が展開し、山地部を流れる河川が樹状に伸びることが谷口集落や落合集

落の成立へと結びついた。沼田市、桐生市、大間々町、中之条町などはそのような地点に成立した

例となる。歴史的には物が交換される場としての市�場�の成立が、その後の商業中心への基盤を

確立するきっかけになったものと言えよう。さらに、街道沿いに成立する宿場町としての機能が付

加されることにより、交通拠点性がより一層増した。また、県内の主要都市から距離的に隔たって

いたことも重要で、かつての郡役所が置かれたことなど行政機能が集積したことが、周辺地域との

密接な関係が築かれ、人々の交流が促され、商業中心成立のきっかけとなったと考えられる。

群馬県の商業中心地の特性として温泉地を抱える自治体の値が高いことが明らかとなった。言う
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までもなく、温泉地は県内外からの観光客による消費によって支えられており、純粋に閉システム

における中心地とは言えないが、伊香保町������、長野原町������、嬬恋村������、草津町

	���
�など、他の町村と比較しても中心性の値が高い。サービス業を加味すればさらに高い値を

示すものと考えられる。

城下町起源の都市として位置づけられる前橋�高崎�太田�伊勢崎�沼田�館林の各市は、いず

れも商業中心性が高い。城下町や宿場町という行政�経済機能に支えられた中心地は人口集積�産

業集積地点ともなり、消費地として位置づけられることになった。それらは、歴史的�地理的慣性

に支えられて、各種の中枢管理機能�業務機能を付加することにより都市基盤の充実が図られた。

このような地点は人�物�情報の結節点となり、周辺地域に対する中心地として機能していくこと

になった。その中でも、前橋市は県庁所在地としての中枢管理機能の集積が県内中心としての役割

を付加し、高崎市は近代以降も鉄道の結節点となり、複合的な商業中心としての役割を確認するこ

とができる。行政�経済の拠点であった各藩や宿場の位置は前橋、高崎を除くと分散的に配置され

たため、県内の主要都市の配置が必然的に分散立地することになった。これも群馬県の商業中心地

の構造に大きく影響を及ぼしたものと言えよう。すなわち、都市が分散立地することが都市相互の

影響力を希薄にし、個々に商業中心性を高めることへと結びついたのであろう。とは言え、商業中

心性の変化にも示されていたように、個々の都市には約��年の間に状況の変化が確認される。特

に、商業中心性が大きく低下した例として桐生市が挙げられる。桐生市は城下町起源の都市ではな

く、市場町として計画的町並みの形成や繊維工業の発展に支えられた都市である。しかしながら、

高度経済成長期以降の人口増加の鈍化と減少が消費力の低下を促し、商業中心性の大幅低下をもた

らした。桐生市の衰退傾向の要因は後背地や可住地の狭さなどいくつか考えられが、中心地システ

ムも社会的�経済的要因によって変化するものであり、要因分析の必要性が生じる。

本稿においては、市町村単位の商業中心性の分析から群馬県の地域構造及びその変化を捉えてき

たが、これだけで商業構造を把握することはできない。例えば、都市内部の商業環境や商業構造の

変化はほどんど例外なく、中心市街地の衰退と郊外商業地の成長といった形で現れている。この点

にも配慮する必要があろう。また、近年出店ラッシュが続いている郊外型スーパーやホームセンター

などは、行政域を越えた影響力を発揮するものであり、階層的中心地システムとの関係が希薄な立

地を示すものも多い。とは言え、人口と商業という相互に密接な関係をもつ指標によって地域構造

を分析する意味は地域間交流が活発化する中で、拠点性を発揮する中心地の析出に欠かすことがで

きない。市町村合併が叫ばれるなか、その母体となるであろう広域圏の意味や機能を捕捉する際に､

中心地およびその関係圏の設定は重要性を増すものと考えられる。その場合、単なる機械的な地域

設定ではなく地理的�歴史的条件をふまえた議論が前提になろう。

	つがわ やすお�高崎経済大学地域政策学部助教授�
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、榛名

町、倉渕村、鬼石町、中里村、上野村、妙義町、南牧村、東村�吾妻郡
、六合村、高山村、白沢村、川場村､

昭和村については、同一郡内のデータを用いて比例配分した修正データを用いた。


